
日向市移住促進レンタカー補助金交付要綱をここに公表する。

令和３年12月２日

日向市長 十 屋 幸 平

日向市告示第245号

日向市移住促進レンタカー補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、本市への移住及び定住を促進するため、本市への移住を希望する者に対し、予算

の範囲内において、日向市移住促進レンタカー補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

関し、補助金等の交付に関する規則（昭和 46 年日向市規則第８号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。

（補助対象者）

第２条 この補助金の補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、事前に市に対して移住

に関する相談を行った者のうち、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、日向市暴力団

排除条例（平成 23 年日向市条例第 23 号）第２条第３項に規定する暴力団関係者は除くものとする。

(１) 現に県外に住所を有する者であって市内に移住を希望しているもの

(２) その他市長が特に必要と認める者

（補助対象経費）

第３条 この補助金の対象となる経費は、補助対象者が市内で行う移住活動（移住することを目的とし

た視察、面談、住居又は仕事を探す活動等をいう。以下同じ。）の際に使用するレンタカー借上料（燃

料費を除く。）とする。

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、一日当たり 3,000 円以内の実費とし、実際に使用した日数分の合計額とする。

ただし、最大 14日間分を限度とし、合計額の 100 円未満の端数は切捨てとする。

（交付の申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、移住活動開始日の７日前ま

でに日向市移住促進レンタカー補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる資料を添え、市長に提

出しなければならない。

(１) 移住相談受付シート（移住計画シート）（様式第２号）

(２) 申請者の身分が証明できる証明書等

(３) 前各号に定めるもののほか、市長が特に必要と認める書類

２ 申請は、申請者一人当たり同一年度内において２回までとする。ただし、同行者がいる場合は、同

行者についても申請したものとみなすものとする。

（交付の決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助金を交付す

べきと認めたときは、その結果を日向市移住促進レンタカー補助金交付決定通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するものとする。

（補助金の額の確定）

第７条 補助金の交付の決定を受けた申請者は、移住活動終了後 14 日以内又は交付決定のあった年度



の３月 15 日のいずれか早い期日までに、日向市移住促進レンタカー補助金活動報告書（様式第４号）

に、次に掲げる資料を添付し市長に提出しなければならない。

(１) レンタカーの借上げに要した実費額が分かる書類（契約書、明細書等）及び領収証の写し

(２) 活動報告書（様式第５号）

(３) 前号に定めるもののほか、市長が特に必要と認める書類

２ 市長は、前項の規定による報告を受けた場合には、その内容を審査し、補助金の交付決定の内容等

に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、日向市移住促進レンタカー補助金交付

額確定通知書（様式第６号）により、当該申請者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第８条 前条第２項の規定による通知を受けた者は、日向市移住促進レンタカー補助金請求書（様式第

７号）により市長に請求しなければならない。

（補助金の交付）

第９条 市長は、前条の規定による請求があったときは、当該提出のあった日から 30 日以内に補助金

を交付対象者に交付するものとする。

（決定の取消等）

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定を取り消し、若

しくは交付額を変更し、または既に交付した補助金の全額若しくは一部の返還を命じることができる。

(１) 申請者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

(２) 申請者が移住活動を行っていないと認められるとき。

(３) その他市長が補助金の交付が適当でないと認めたとき。

（補助金の返還）

第11条 前条の規定により補助金の返還の請求を受けた申請者は、当該補助金を市長が定める期限まで

に返還しなければならない。

（委任）

第12条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

附 則

１ この告示は、公表の日から施行する。

２ この告示は、令和６年３月 31 日限り、その効力を失う。

附 則

１ この告示は、公表の日から施行する。


